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　2025 年 3 月 15 日（土）、「KEIO SPORTS SDGs シンポジウ

ム 2025」が開催された。第 5 回目となる今回は、現地参加者、

アーカイブ視聴者含め、200 名以上の申込をいただいた。

　KEIO SPORTS SDGs は、2018 年 6 月に世界保健機関（WHO）

が「Global Action Plan on Physical Activity 2018-2030

（GAPPA）」を発表したことを契機に、東京オリンピック・パ

ラリンピック 2020 を見越して、2019 年に塾内外のステークホ

ルダーが集まり設立された。慶應義塾大学のスポーツ・運動・

身体活動を推進する専門部門と関連部門が連携する横断型プ

ラットフォームとして、幅広い領域で自治体や企業などと連携

し、スポーツ・運動・身体活動を促進するプロジェクトを実施

している。

　2022 年度以降は、慶應義塾大学グローバルリサーチインス

ティテュート（KGRI）のスタートアップセンターとして活動し、

2024 年 4 月からは正式なセンターとして活動を拡大してきた。

2024 年度は、4 つの分科会を中心に、スポーツを通じた持続可

能な社会づくりに向けた取り組みを強化している。本シンポジ

ウムでは、2024 年度の KEIO SPORTS SDGs の進捗状況や、

具体的な取り組み事例を報告するとともに、スポーツの環境面

への利益やインクルーシブな価値を再考する機会とする。さら

に各分科会からの最新のアップデートを共有し、スポーツを通

じた持続可能な未来に向けて、多様なステークホルダーとの連

携を深める場とした。

　KGRI のスタートアップから 2 年、本シンポジウムは正式な

センターとして初の開催となることを慶應義塾大学　岡田英史

常任理事よりご挨拶いただいた。スポーツといえばアスリート

が思い浮かぶが、本会のスポーツの定義は身体活動を含む幅広

いものであり、すべての人が生きていくには必要なことである。

2030 年がゴールではなく、その先も人と人、環境を巻き込ん

だ取り組みをしていくために本シンポジウムが足がかりとなる

ような機会としていくことを提言された。

KEIO SPORTS SDGs
本年度の活動と今後の展望

　本シンポジウムの趣旨説明を KEIO SPORTS SDGs センター

長、慶應義塾大学スポーツ医学研究センター教授の小熊祐子氏
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が行なった（写真 2）。本シンポジウムのタイトルは『「KEIO 

SPORTS SDGs シンポジウム 2025」スポーツが創る持続可能

な社会へ』であり、KEIO SPORTS SDGs 本年度の活動と今後

の展望とともに、スポーツに関する環境およびインクルーシブ

スポーツについて概観を説明された。

　身体活動に関する世界的な動向としては身体活動促進のた

め、関係各部署が連携していく必要があるとして GAPPA に

ついて説明した後、スポーツの定義について触れられた。本セ

ンターではスポーツはスポーツ活動、レクリエーション、生活

活動までを含めた様々な身体活動として広く捉えて活動してい

る。センターの Vision, Mission, Value およびロゴについても

説明し、日々スポーツを自分事化してもらうためのスローガン

「Play Us, Play Universal」についても概説された。また本セ

ンターにおける分科会についてもご説明があり、分科会①身体

活動とシステムズアプローチ（小熊祐子氏）、分科会②メンタ

ル＆フィジカルマネジメント（神武直彦氏）、分科会③スポー

ツサイエンス（稲見崇孝氏）、分科会④インクルーシブスポー

ツ＆身体活動（小熊祐子氏）という構成となっていることにつ

いて説明された。

　本シンポジウムは、人も地球も健康であることを目指し、ス

ポーツを通じて多様な視点から、すべての人が参加できるイン

クルーシブなスポーツの価値を再認識していただく機会となる

よう準備を進めてきた。最後にオンライン特別講演としてシド

ニー大学名誉教授　Adrian Bauman 先生の動画内容について

も言及し、システムズアプローチの使い方や日本での取り組み

の成果、複雑なシステムだからこそ細分化して、誰のために何

を評価するのかといった点を聴衆に問いかける内容であった

（写真 3）。

特別講演
『スポーツと SDG のその先へ』

　慶應義塾大学大学院政策・メディア研究科教授の蟹江憲史氏

が特別講演を行なった（写真 4）。SDGs は国連が 2015 年に定

めた持続可能な開発目標のことである。本講演について、①ス

ポーツは元来社会的な活動であり、一人で歩くとしても歩くた

めには整備された道を作ってくれる人が必要であるなど、本質

的にスポーツなど身体を動かすことは社会の一部であるという

考えがあること、②未来のかたち、目標ベースのスポーツと

写真 3　KEIO SPORTS SDGs センター取り組みのまとめ

写真 2　『KEIO SPORTS SDGs 本年度の活動と今後の展望』講演中の小
熊祐子氏



SDGs ～ビヨンド SDGs2040 ～ 2050 を見据えた取り組み～と

いう要点が挙げられた。

　SDGs の各目標達成における危機が世界的にも現実に迫って

おり、スポーツ実施においても対策の緊急性が増している。例

として気候変動については平均気温の上昇があり、これに対す

るスポーツや運動をする環境への適応や、消費と生産について

はプラスチック資源の減少からペットボトル、スポーツ用品に

おけるプラスチック使用縮小を起こす可能性などである。こう

いった SDGs の現状であるからこそ、必要なのはトランス

フォーメーション（変革）であり、取り組みの継続からある到

達点にいくと普及が拡がる可能性があると指摘された。次の

ティッピングポイント（転換点）をしっかりととらえて、持続

可能なスポーツ実現へのてことすることの重要性が指摘され

た。SDGs のこれからについて、第 79 回国連総会における合意

“Pact for the future” よ り ① Global Digital Compact、 ②

Declaration on Future Generation をご紹介いただき、デジタ

ル化と未来世代が今後のキーワードになることを説明された。

さらにこの先の SDGs 達成のために Gross Domestic Product

（国内総生産）を補完する、あるいは超えるフレームワークの

開発（例：ウエルビーイング）など、経済指標と SDGs を組み

合わせる必要性に関する提言もあった（写真 5）。

　最後にスポーツと SDGs 2030 アジェンダから、スポーツも

また SDGs における重要なカギとなるものとしている。①ス

ポーツをやることで目指す SDGs、②スポーツを通じて達成す

る SDGs、③スポーツ自体を持続可能にする取り組みの必要性

を提言された。

セッション①
『自然と身体を動かしたくなる地域づくり

～誰一人取り残さない環境～』

　セッション 1 では、筑波大学体育系助教の辻大士氏と慶應義

塾大学名誉教授／一般財団法人住宅・建築 SDGs 推進センター

理事長の伊香賀俊治氏が講演を行った。

『人・地域・社会とのつながりで育む「自然とアクティブにな

れる環境」』

筑波大学体育系助教　辻大士氏

　GAPPA のマップではアクティブなシステムを創造、アク

写真 5　SDGs のこれからについて

写真 4　『スポーツと SDGs のその先へ』講演中の蟹江憲史氏



ティブな人々を育むに関連し、健康日本 21（第三次）では土

台となっている社会環境、自然に健康になれる環境づくりに関

する内容であった。冒頭で社会的な繋がりがもつ力について、

先行研究では規則的な生活習慣と同等なくらい、人との繋がり

が強く寿命を規定していた。この点は「人は一人では生きてい

けない」ことを説明しており、社会的なサポートが充実するこ

とでアクティブに暮らせることを示唆するものであった。社会

的サポートも①情緒的サポート（愚痴や心配事を聞いてくれる

など）、②手段的サポート（困ったときに手や金銭を貸してく

れる）、③情報的サポート（有益な情報を提供してくれる）と

分類されている（写真 6）。

　また運動・スポーツはひとりよりみんなで行うことのメリッ

トも解説し、高齢者では週 1 回以上運動していてもスポーツグ

ループに参加しているほうが要介護状態になりにくいのは想像

に難くないが、運動をあまりしていないがグループに参加して

いる者も要介護状態になりにくい可能性があるとしている。こ

れは就労者でも同様の傾向で、誰かと一緒に運動している就労

者のほうがメンタル不調を抱えるリスクが低いことが示されて

いる。こういった健康に寄与するメカニズムは、グループ参加

しているほうが①身体活動の要因として継続や実施時間が増加

する、②心理的要因として楽しさ、自尊心、ストレス緩衝、③

社会的要因として社会的サポート、ソーシャルキャピタルの醸

成があると考えられている（写真 7）。

　さらに運動・スポーツグループへの参加が多い地域では、認

知症リスク者が少ないという研究結果も出されており、これは

地域全員が 1 日 20 分間の歩行習慣に相当するほどの影響があ

るといわれている。グループ参加が多い地域というのはソー

シャルキャピタル（社会関係資本）が豊かな地域であると考え

られ、人々の繋がりが多く、助け合いや協調行動が盛んであり、

健康に良い行動が伝染する、健康に良い雰囲気が醸成されるな

どの相互作用がみられている可能性がある。自然とアクティブ

になれる環境づくりの事例も報告され、まず対象地域を診断し

て課題が多い地域をモデル地区としたこと、住民主体の通いの

場のモデル事業を構築し、この取り組みがきっかけで健康意識

が高まった事例もあった。

　最後にみるスポーツの可能性と題して、みるスポーツを定期

的にしている日本人成人ではうつが少ないことが報告された。

地域や友人との繋がりを高め、うつを緩和する可能性について

写真 7　運動・スポーツを集まって行うと、一人でするよりも、なぜ、得られる効果が高まる？

写真 6　『人・地域・社会とのつながりで育む「自然とアクティブになれる
環境」』講演中の辻大士氏



指摘し、こういったスポーツ観戦している人ほど身体にポジ

ティブな効果があるのではないかという発表であった。

『子どもから高齢者の日常的な身体活動を促す都市・住宅環境

とは』

慶應義塾大学名誉教授／一般財団法人住宅・建築 SDGs 推進

センター理事長 伊香賀俊治氏

　伊香賀氏の取り組まれた数々の研究から、幼児期の身体活動

は一生の健康づくりの基礎となると提言された（写真 8）。

　幼稚園の空間・環境設計と身体活動の関連に始まり、横断研

究だけでなく縦断研究も実施され、施設環境の変化を長期間追

跡された研究成果をもとに話題提供された。外遊び用の園庭の

面積、園庭の芝かどうかが中高強度の身体活動に影響を与える

ため、自然スペースや芝を園の設計に取り入れることの必要性

を説明された。また幼稚園のときに活発な子は小学校以降も活

発なのかという、現場の保育者からの質問を基にした研究では、

幼稚園の芝生化はそれ以降の身体活動増加に繋がり、幼稚園の

施設環境整備による幼児期の身体活動促進の重要性がさらに支

持されたことが示された（写真 9）。

　高齢者の自宅環境についても、寒いと転倒しやすい、こたつ

無し＋居室以外の室温を改善したほうが転倒しないという知見

もご紹介いただいた。近年、住宅と健康に関する新たな動きが

みられ、住まいと健康ガイドラインが出されたことに触れ、今

後も継続した住まいと健康に関する知見の蓄積が必要というこ

とを示された。

　モデレーターの小熊祐子氏、工学院大学教育推進機構准教授 

武田典子氏とともに、4 名での討議が行われた。その一部をま

とめた。

　フロアからの質問では、社会的つながりの種類について言及

があり、辻氏より縦の繋がり、横の繋がり（特にブリッジング）

が重要で、オンラインでの繋がりも何もしないよりは有効であ

ると返答された。また社会的つながりのデメリットの例として、

肥満の伝染などの同じ習慣の方が集まりやすいので、良い流れ

のほうを推進していく必要があると返答された。一人の時間も

必要ではないかという質問に対しては、月に 1 回の繋がりがあ

ることが推奨されるが、それ以外は一人でも問題ないのかもし

写真 9　幼稚園の空間・環境設計と幼児の身体活動の関連

写真 8　『子どもから高齢者の日常的な身体活動を促す都市・住宅環境とは』
講演中の伊香賀俊治氏



れないと返答された。

　次にどのように環境改善を実現すればいいのか、という質問

については、伊香賀氏より WHO からガイドラインが出たこと

がまず進歩であるとし、省エネルギー基準が近年改正（基準を

満たさないと建築できない）されるなど、健康がおろそかになっ

ていた点から進歩した点を強調された。環境の重要性を実現す

るためにはどのようなことが重要かという質問については、伊

香賀氏より建築業界に対して健康の専門家に説明してもらう、

建築の専門家が健康のことを言うために行政にも協力していた

だくことが必要と返答された。

　モデレーターの武田氏より両先生へ研究が成果を出すまでの

期間はどのくらいかという質問があり、辻氏より地域の活動が

始まるまでに 3 ～ 4 年、研究成果がみられるまで 5 年かかると

返答された。一方、伊香賀氏におかれては、地元の教育委員会

の許可を得るかどうか 5 年、続けられる成果がみられるまで 5

年、縦断追跡で 10 年以上と相当の期間が必要であり、環境が

影響するまでみるには継続した年数が必要であることを説明さ

れた。最後にモデレーターの小熊氏より、環境面を整えるまで

時間はかかるが一人で出すものではないため、シンポジウムに

参加されている皆さんが中心となって取り組むことが重要と締

めくくられた（写真 10）。

セッション②
『インクルーシブスポーツ

～誰一人取り残さないスポーツ～』

　セッション 2 では、筑波技術大学障害者高等教育研究支援セ

ンター教授 中島幸則氏と日本陸上競技連盟医事委員会トレー

ナー部運営部員の國田泰弘氏が講演を行った。

　運動・スポーツ・健康はすべての人にとって切り離せないも

のであり、健康日本 21 においても誰一人取り残さない取り組

みが記載されている。まず冒頭にて本シンポジウムでインク

ルーシブスポーツをテーマに挙げた経緯を、モデレーターの

KEIO SPORTS SDGs 副センター長、体育研究所准教授 稲見

崇孝氏よりご説明いただいた。

『2025 年デフリンピックからインクルーシブスポーツの価値を

考える』

　筑波技術大学障害者高等教育研究支援センター教授

中島幸則氏

　まずデフリンピックについて解説があり、デフリンピックは

国際ろう者スポーツ委員会が主催する、聴覚障がい者のための

スポーツ大会であること、特徴として聞こえない、聞こえにく

い人だけが参加できる（両耳聴力 55㏈以上：日常生活の会話

が聞こえない）点を挙げられた。デフリンピックでは国際手話

が使われること、視覚的工夫もなされていることも解説してい

ただいた。しかし認知度はパラリンピック、スペシャルオリン

ピックよりも低いと言われており、これはデフリンピックの魅

力が伝わっていないからではないかと考察されていた（写真

11）。

　本セッションのテーマにインクルーシブスポーツという言葉

があり、世間一般でもたくさん使われているが、中島氏として

は違和感があるという。スポーツは文字通り、誰もが平等に一

緒に楽しむことができることが必要、でもまず先にお互いに「理

解」しないと意味がないという点を強調されていた。聞こえる

か、聞こえないかは外から見てもわからない、こういった点か

らも「聴覚障がい」を理解してないとインクルーシブスポーツ

は成り立たない。「聴覚障がい」者が発信し、「聴者」が同じ時

間を共有する重要性を認識した経験談から、困りごとはコミュ

ニケーションであり、理解と工夫が必要であると説明されてい

た。もし、聴者が手話がわからなくても、口の形や顔の表情、

筆談、音声認識アプリでやりとりができるなど、様々な工夫が

ある。こういった点から障がいを理解、スポーツを楽しむため

に様々な工夫することは、すべての障がい者スポーツに大切な

ことではないかと提言いただいた（写真 12）。

写真 10　セッション①討論の様子 写真 11　『2025 年デフリンピックからインクルーシブスポーツの価値を
考える』講演中の中島幸則氏



『パラリンピアンのサポートを通じて考えるインクルーシブス

ポーツ：2024 年パリ大会の経験から』

日本陸上競技連盟医事委員会トレーナー部運営部員／慶應義

塾大学大学院健康マネジメント研究科公衆衛生・スポーツ健

康科学専攻後期博士課程／アスレティックトレーナー／理学

療法士／ JOC 強化スタッフ（陸上競技、医科学）

國田泰弘氏

　パラスポーツに対して当初、障がい者がやるスポーツ、パラ

リンピックでやるスポーツというイメージを國田氏自身持って

いたそうだが、実際はもっと広い意味で使われていることを身

をもって知ったという。パラスポーツは「もう 1 つのスポーツ」、

つまりルールを工夫しているスポーツ、障がいの有無に関わら

ず共に楽しめるスポーツとしている（写真 13）。

　次に國田氏のこれまでのパラスポーツの支援の実際を紹介い

ただいた。車椅子競技者に対してアスレティックトレーナーお

よび理学療法士として、大量の荷物を運ぶなど日常生活のサ

ポートも行っているという。パリパラリンピックではパーソナ

ルトレーナーとして帯同し、選手村には入れなかったがマルチ

サポートハウス（ナショナルトレーニングセンターのようなと

ころ）でサポートを行った。経験を通じて、健常選手と同様で

パラスポーツだから特別なことは何もないということを繰り返

し説明いただいた。

　スポーツは誰のためのものかという問いに対して、スポーツ

は本来、誰もが楽しみ、挑戦できる場であり、パラスポーツは

「障がい者のための特別なスポーツ」ではなく、「スポーツの一

種」にすぎないことを強調された。そのためパラスポーツをサ

ポートする側も、特別視するのではなく、選手の身体特性・種

目特性に合わせて対応すること、チームで挑むことで一つのス

ポーツとして楽しむことができるのではないかという提言が

あった（写真 14）。「パラスポーツが伝えるものは人によって

違うが、確実にスポーツとして届く瞬間がある」と結論づけら

れた。

　モデレーターの稲見崇孝氏、スポーツ医学研究センター研究

員 平田昂大氏とともに、4 名での討議が行われ、その一部を

まとめた。

写真 13　『パラリンピアンのサポートを通じて考えるインクルーシブス
ポーツ：2024 年パリ大会の経験から』講演中の國田泰弘氏

写真 12　「理解」と「工夫」の重要性

写真 14　スポーツは誰のためのものか？
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お も な 活 動 報 告
通年 体育会学生対象リコンディショニングチェック

 教職員対象運動教室（オフライン、オンライン開催）

 諸学校スポーツ相談（原藤准教授）

4 月 相撲新弟子心臓エコー、他脂肪率検査（両国）

 体育会アメリカンフットボール部体脂肪率測定

 体育会蹴球部血液検査・体脂肪率測定

 アイスホッケー世界選手権帯同（石田教授）

5 月 国民スポーツ大会神奈川県代表選手メディカルチェッ

ク（5 ～ 9 月）

 相撲力士心臓エコー検査（両国）

 体育会自転車競技部心臓エコー検査、Vo2max、乳酸、

体脂肪率測定

6 月 体育会部員対象 BLS 講習（全 10 回）

 体育会蹴球部体脂肪率測定

 強くなるためのスポーツ医学基礎講座（スポーツ活動

と熱中症オンライン開催）

 幼稚舎 BLS 講習（石田教授）

　共生社会は厚生労働省が進めている地域共生社会という認識

でよいか、という質問に対して中島氏より、インクルーシブス

ポーツも含め障がいの理解無くして共生はない、「協生」のよ

うに協力し合って生きていくことが必要と返答された。また、

障がいで区別することがいいのかという質問については、中島

氏より言語化する上で必要な面もあるし、必要なサービスを受

けるために必要なこともあると返答された。また國田氏より、

区別については難しい問題だが、大切なのは普段通り接する、

自身が障がいと思ってないならそれでもいい、必要に応じて助

けてほしいなら助けるといった寛容さも必要と返答された（写

真 15）。

　最後に慶應義塾大学スポーツ医学研究センター 橋本健史セ

ンター長よりお言葉を頂戴した。スポーツは危険という面もあ

るのに、何でやるのか？という問いに対して、橋本氏は健康に

寄与していること、そして世界平和のため、と返答されたとい

う。スポーツによる健康への効果もさることながら、古代オリ

ンピアでは戦争が絶えない紀元前の時代に、武器を持って戦う

のではなく、競技として競うことでスポーツによって平和を手

に入れたという歴史をご紹介いただいた。

　また、本シンポジウムでは、展示スペースにて、富山国際大

学付属高等学校の学生の方々に出展、休憩時間に発表していた

だいた（写真 16）。

　本シンポジウムにおいて、持続可能なスポーツの新たな価値

について、非常に活発な意見交換が行われた。今後 KEIO 

SPORTS SDGs が長期的な活動として拡大していくための示唆

を得ることができ、スポーツにおける環境およびインクルーシ

ブという言葉の意味を考える機会となった。

写真 15　セッション②討論の様子 写真 16　展示スペースにて富山国際大学付属高等学校の展示、発表が行
われた


